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自治労県職労第41回定期大会を開催します
すべての職場から大会参加を！職場の悩み、課題を話し合おう
自治労県職連合（自治労県職労、自治労病院労組、自治労産業技術総研労組）第14回大会同時開催
運動方針職場討議案①
１．コロナ禍の情勢（省略）
２．賃金と労働条件の改善
（１）今年の確定闘争

○2022春闘において、月例賃金は前年額から引き上げとなるとともに、一時金も前年比プラスという結果でした。

○連合の【2022春季生活闘争 中間まとめ】の中で、「コロナ禍の影響に加え、ロシアのウクライナ侵攻や燃料・資材価格の高騰等があった中での労使交渉となった」としています。

〇こうした背景を受け物価は高騰。様々な出費が増え続け、私たちの生活を直撃することとなっていることから、賃金UPが必要不可欠であるといえます。

○人事院は民間給与実態調査をすでに終了しています。これを受け勧告が出され、県人事委員会勧告からも概ね人事院勧告に沿う勧告が想定されます。

○しかし、従来の人事委員会勧告の仕組みは承知しているものの、急激な物価上昇やコロナ禍における職員の一年間の努力に報いるような勧告を行うよう、県人事委員会に強く求めるとともに、財源不足などを理由とした賃金削減には断固反対します。

〇今年度も当初から100時間超の時間外勤務が発生するなど、過労死水準の長時間・過重労働は一向に改善されません。大きな原因である人員不足の解消について、今期確定闘争において最重点課題として押し上げていきます。

○常勤職員との賃金・労働条件の格差など、非正規職員の課題は山積しています。最低限、民間の非正規労働者が保障されている権利を獲得できるよう運動を進めていきます。

○さらに、定年の段階的な引き上げに伴う、定年延長を希望しない人の問題、再任用職員との均衡も含め、当局に強く求めていきます。

〇また、行政需要に必要な財源については、きちんと国が手当てするよう国に要請することを当局に求めるとともに、自治労ルートからも総務省に強く求めていきます。

（２）臨任・非常勤職員の賃金水準の改善

〇引き続き、「補助的・定型的業務」とされている行政補助員の職の検証を行いながら、粘り強く賃金格付けの改善を求めていきます。

〇臨時的任用職員の賃金については、行政職給料表（１）の１級のみの使用であり、上限が頭打ちとなっています。今後は教育職の臨任職員の賃金を踏まえた形で、２級以上への格付けを求めていきます。

（３）県関係団体職員の賃金改善

〇県職員の水準を下回らない賃金制度の確立を求めます。

〇非正規職員についても、同一労働・同一賃金の視点で、改善をめざします。

（４）昇給制度の改善

〇まじめに努力すれば、退職までに行（１）5級相当に到達できる人材育成を求めます。

（５）定年の段階的な見直しについて

〇定年延長に関して、2021年6月4日参議院本会議において公務員の定年の引き上げを措置する「国家公務員法等の一部を改正する法律案」及び「地方公務員法の一部を改正する法律案」が可決・成立され、県労連においても定年の引き上げについて交渉を重ねてきました。

○これからも、県労連とともに定年の引き上げが円滑に運用されるよう、組合員への制度説明や職場討議の開催、労使交渉・協議など、早急に取り組みを進めていきます。

（６）新しい働き方を踏まえた要求

〇コロナ禍において広く利用されるようになったテレワークでは、自宅での冷暖房費や、自宅外でのスペース利用費等が、特に若年層では深刻な出費となっている実態もあります。このような費用を支給するよう当局に対し、国への働き掛けも含め求めていきます。

（７）社会情勢を踏まえた要求

〇高騰するガソリン価格を踏まえ、通勤手当の改定を求めていきます。

３．過重労働対策の推進・人員確保

　2021年度は依然としてコロナ禍の影響もあるとはいえ、当局が掲げた月100時間超ゼロは達成されず、看過することのできない状況でした。さらには本年度に入っても月100時間超の時間外勤務がが発生するといった状況が起こってしまいました。

　そのような中で、自治労県職労は時間外勤務が過労死水準に達する職員の速やかなる是正と、職場環境の改善を前提とした「トップダウンによる不急業務の一時凍結」を交渉において当局に対し提案してきました。

これは「何事も起こらない」前提でのギリギリの人員配置で業務を行ってきたことが原因で、台風被害対応、コロナ対応であらためてその実態が明らかになったということです。

いかなる原因であれ、職員を過労死水準におき続けていいという理由にはなりません。

　過重労働の撲滅に向けて、人員増や組織整備など、次の課題を重点に取り組みます。

〇災害等の発生など、突発的な業務にも過重労働に陥らず対応できるよう、何もない時は時間外勤務をしなくてもいいような、余裕を持った人員配置を求めます。

〇コロナ対応のような、ある程度の期間対応が必要な場合は、過重な原局への負担や兼務・応援を避け、不急業務を休止し、場合によっては課・局等の組織自体を休止して、体制を整備するよう求めていきます。

〇時間外勤務の上限規制（月45時間の限度時間等）の状況について、労使協議において、該当職場の実態の把握と原因の解明を行います。

〇これまでも人員の裏付けのない「知事特命事項」の唐突な指示、予算業務や議会対応について、ルール化や仕事のやり方の見直しを行うよう強く求めてきたところですが、過重労働・過労死を生み出す構造を抜本的に改革していくよう、さらに強く求めていきます。

〇昨年度に引き続き、2022年度も定数増となっていますが、一方で実態の疑わしい「その他業務の見直し」を理由に定数減が行われています。

〇定数増の基調が変わらなかったことは前進ですが、2005年度から10年間で1,179人削減されたことを踏まえると圧倒的に人員不足であり、「時間外労働を人員に置き換えた」大幅な人員増を求めます。

〇特に、この間、職場や支部・協議会から強い要求のある職業訓練指導員の欠員の計画的採用、子どもの命と権利を守るための児童相談所等の人員増を求めます。
また、この間の保健福祉事務所の再編・統合が、今回のコロナ対応においても、現場に大きな負担を強いる結果となっています。県民の生命と健康を維持するうえで、保健福祉事務所の体制強化は急務であり、生活保護担当部署を含めた大幅な人員増を求めます。

４.若年層職員の課題について

〇初任給・給与水準・手当等の改善

　若年層職員は給与水準が低く、現在急速に進む物価高騰や不動産価格（賃貸価格）の影響を強く受けることから、給与水準の更なる改善向上を求めていきます。

　また、人材確保の観点も踏まえ、若年層への住居に関する支援を求めていきます。

〇育児と仕事との両立について

　男性職員の育児休業取得率は上昇傾向にありますが、半年未満の比較的短期間の育児休業にとどまっています。また、育児休業の取得をゴールとするのではなく、育児休業から復帰後も子育ては長期間にわたって続くことから、育児中の職員に対する合理的配慮（異動や事務分担等）や休暇制度の拡充等を求めていきます。

〇「カラフル」な公共サービス職場について

　今後数十年働く若手職員が、それぞれの関心や適性に応じてキャリアパスが描けて、多様な人材が生き生きと働ける職場を求めていきます。

〇風通しのよい職場づくりについて

　日ごろから若手職員の声を吸い上げるなどの取組を進めることにより、風通しのよい職場づくりを求めていきます。

〇ＯＪＴの充実について

　実際の業務に役立つ研修や指導、引継ぎの体制充実を求めていきます。

５．「会計年度任用職員制度」の改善

　令和2年4月から会計年度任用職員制度がスタートしました。従来の神奈川県の優位性を確保するとともに、臨時的任用職員の給与の上限を撤廃させるなど、一定の成果を上げることはできましたが、まだまだ多くの課題が山積しています。

　妊娠した会計年度任用職員の雇止め問題に象徴されるように、公務の非正規職員は、民間の非正規労働者が保障されている権利すら守られていません。男女雇用機会均等法や労働契約法の法の精神を適用するよう強く求めていきます。

　報酬等については、「補助的・定型的」との業務の規定を打ち破れておらず、その結果として、初任の級が「１級１号」（行政職１表）という格付けをされ、正規職員の大卒初任給である１級29号を上限とされています。

　労働条件についても、「同じ自治体の職員との均等・均衡待遇ではなく、国の非常勤職員との均衡」という、「同一労働・同一賃金」に反した総務省の指導により、大きな格差が残されています。

今後も当局との交渉を強めるとともに、組織内参議院議員を通じて、厚生労働省から総務省への働き掛けを強めるなど、総務省の姿勢を変えさせる取り組みを強めます。

　今期は、休暇制度を中心とした労働条件、任用の仕組み等について交渉を行います。

　また、公務・公共サービスに従事する非正規労働者の雇止め、労働条件の切り下げ等を防ぐため、自治労県職連合として、県職労・病院労組・産技労組の連携を強めます。

６．再任用職員の処遇改善について

〇定年延長者との格差を是正するため、再任用職員の格付けを5級へ戻すことを求めていきます。

〇定年延長を受け、同一労働同一賃金の観点や処遇面で、正規職員との均衡を図るよう求めていきます。

〇年間12日（月１日）程度（短時間の場合は半数）の再任用職員特別休暇（仮称）創設を求めていきます。

〇任用となった年度当初において業務を継続並びに引継ぎ等が円滑に行えるよう、これまで使用してきたメールや所属サーバへのアクセスが一定期間できるよう求めていきます。

自治労県職連合

第14回定期大会

自治労県職労

第41回定期大会

○場所：自治労県本部会館ホール
　　　 （市営地下鉄阪東橋駅下車5分）

○日時：9月9日（金）14時～

※ウェブ併用開催（状況により全面ウエブ）
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